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必要であるという事実に注目する｡ この結果,著者は,合意形式のルール自体の決定 (公共選択 ･市
民参加制度,情報開示,学習時間の確保など)と,市場の欠点を是正しうる適切なルールの選択との
間には,密接な相互依存関係があることを明らかにした｡そして,各国の合意形成過程の特徴を比較
し,市場とルールの関係を比較して,評価を試みることが必要となろう｡
4)厚生経済学を原流の一つとする現代財政学は,増大するニーズに村する費用負担のルールに強い関心
をもち,非市場的で,かつ,多様な評価システムの確立によって,ニーズの私的評価と社会的評価の
ギャップを縮小し資源の効率的な配分や所得の公正な分配を達成しようとする｡著者が本論文で操起
したアプローチは,増大する廃棄物処理施設への需要と,その費用負担問題に正面から取り組み,ギ
ャップを調整する多様な評価システムを追求した｡とりわけ,著者はデポジット制度においては,港
在的汚染者が預託した金銭を払い戻して欲しいという欲求だけでなくて,自分は汚染者ではない,と
いう倫理的な欲求を表示するインセンテイヴを組み込んだ評価システムを意味するものとして高い評
価を与えている｡
5)前項で述べた ｢環境を私的に享受しようとする欲求と,環境を社会的 ･共同的な便益として共同で享
受し評価しようとする欲求｣の区別と相互関係の把握は,法経済学の財政学-の適用に当たって,新
たな視野を提供した｡それは,著者が,環境に対する私的所有や占有関係によって効用を享受し費用
を負担する責任と,環境の共同利用の権利に基づいて集団や社会が共同で効用を享受し費用を負担す
る責任とを明確に区別し,リサイクル･システムにおける事業者責任や公共責任の分担,あるいは,
費用分担の問題に適用したことである｡ 環境というインフラストラクチャーを,公共信託財産として
把握した場合には,公共団体が国民や住民の信託を受けて,管理責任をもち管理のシステムを設計す
る｡そして,環境を私的に享受する権利を認められた人々には,私的な利用に伴う責任を分担させる
こと,さらには,人々が自発的に責任を果たそうとするシステムを作り上げ,費用の負担問題にまで
踏み込むこと,これらは,従来の財政学における費用負担論には希薄であった重要な論点である0
6)現代における先進工業諸国の財政赤字問題は,福祉や環境-のニーズが高まる最中に小さな政府を要
求する｡この過程で,公共サービスの需給を調整するシステムとして,非営利組織やボランティア団
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体による公共活動が注目を集めている｡ 著者は,環境問題がボランティア活動の重要な領域であるこ
とに注目し,ごみ処理やリサイクル ･システムにおける逆有償性の問題や,非営利組織によるリサイ
クル･システムの構築問題を取り上げている｡ とくに欧米においては環境税を独自の財源として非営
利組織が支えられ,大規模な環境汚染に対処する傾向が現れており,それによって,廃棄物量の削減
と環境保全の技術を開発するインセンテイヴが与えられる傾向がある｡ このことは,現代の財政にと
って,目的税と非営利組織-の効果的な補助金によって,各分野の社会的費用が削減され,公共サー
ビスの需給関係が的確に調整され小さな政府の可能性が生み出されうることを示唆している｡
7)最後に強調しなければならないことは,著者が,一貫した地道な実態調査と,それに基づいた国際比
較研究の方法を採用し,廃棄物制御システムの日本型を検出する努力をして,それに成功しているこ
とである｡廃棄物制御の財政システムは,国際的に見ると,環境の私的な利用と,公共的な管理のシ
ステムの総合的な調整への発展を示してきたのに対して,日本では,環境管理の設計などの公共責任
があいまいで,財政負担だけは積極的であるという特異なシステムが通用していて,このために廃棄
物量が増加するだけでなく,家計 ･企業 ･政府がそれぞれ独自に環境を利用して責任はとらない,と
いう方向に展開されてきた｡経済主体が分裂したままでの有効な廃棄物制御の財政システムの構築は
困難であると著者は指摘している｡
同時に,本論文は財政学の未開拓領域に挑戦したという性格を持っているだけに,現代財政学の視点か
らみて,今後の検討を期待される論点を挙げることが出来る｡ 例えば租税システムにおける目的税の機能
と今後の発展方向を,普通税システムとの関係で,どのように評価すべきか,という課題や,インフラス
トラクチャーと財政活動を関連付ける場合に,従来の公共投資論の文脈のなかで,廃棄物処理施設をどの
ように位置づけるべきか,などが指摘できよう｡また,社会システムの選択と,各経済主体の選択行動と
の関係や,蓄積性の汚染に関する経済理論としての理論化,とくに外部性の理論ではおおいつくせない論
点の存在なども指摘できる｡
しかしながら,これらの諸点は,実態調査と国際比較,また,厚生経済学や法経済学の成果を意欲的に
吸収して,廃棄物問題を視野に収めた新たな経済学と財政学の枠組みを構築しようとし,廃棄物制御の財
政システム研究に独自の貢献を行い,今後の研究の共通の基礎となるべき貴重な貢献を行った本論文の独
自の価値をなんら損なうものではない｡
よって,本論文は博士 (経済学)の学位論文として価値あるものと認める｡
なお平成9年 2月24日,学位論文とそれに関連した試問を行った結果,合格と認めた｡
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